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平成２４年度 津市地域防災計画（津波対策編）の修正箇所一覧表（案） 

頁 行 修 正 後 修 正 前 

3 

～ 

5 

12 

～ 

8 

１ 東海・東南海・南海地震の被害想定 

⑴ 平成１６年３月に三重県が発表した津波の浸水予測（東海・

東南海・南海地震同時発生 Ｍ８．７） 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 津波高と津波到達時間 

 地  点 
0.5ｍ津波到達時間 

（分） 

最大津波高（満潮時） 

    （ｍ） 

最大津波到達時間 

      （分） 

津市河芸町中ノ川 71.3 2.63 143 

津市河芸町田中川 71.1 2.39 143 

津市河芸町河芸漁港 70.4 2.48 142 

津市白塚漁港 70.0 2.52 143 

津市志登茂川 68.8 2.62 180 

津市安濃川 68.2 2.57 147 

津市岩田川 66.9 2.89 145 

津市御殿場 64.8 2.81 150 

津市雲出鋼管町 64.4 2.55 147 

津市香良洲町雲出川古川 59.3 3.08 152 

津市香良洲町海水浴場 58.2 3.06 138 

１ 東海・東南海・南海地震（同時発生 Ｍ8.7）の被害想定 

三重県が作成した三重県地域防災計画被害想定調査報告書（平

成 17 年３月）及び東海・東南海・南海地震に係る津波シミュレ

ーション結果（平成 16 年３月）によると、東海・東南海・南海

地震が同時発生した場合、地震の規模を示すマグニチュードは

８．７と想定されており、三重県南部を中心に震度６強以上の強

い揺れと大津波が到達する等、甚大な被害の発生が想定されてい

ます。 

本市沿岸部においても、津波が来襲することが予想されてお

り、本市における東海・東南海・南海地震（Ｍ８．７）に伴う津

波による被害想定は次のとおりです。 

地  点 
0.5ｍの津波が到達

する時間 

最  大 

最高津波高（満潮時） 津波到達時間 

津市河芸町中ノ川 約 71 分 2.63ｍ 143 分 

津市岩田川 約 66 分 2.89ｍ 145 分 

津市香良洲町雲出川 約 57 分 3.16ｍ 138 分 

⑴ 津波高と津波到達時間 

 

 

 

 

 

 

※ 三重県が実施した東海・東南海・南海地震に係る津波シミュ

１－参考８ 
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津市香良洲町雲出川 57.8 3.16 138 

 

 

イ 人的被害想定結果（津波による死者数） 

 （表省略） 

ウ 海水浴客の被害想定結果 

 （表省略） 

エ 建物被害想定結果 

 （表省略） 

 ⑵ 平成２４年３月に三重県が発表した東北地方太平洋沖地震

と同等規模の地震を想定した津波の浸水予測（東海・東南海・

南海地震同時発生 Ｍ９．０） 

   津波高と津波到達時間 

地  点 
0.5ｍ津波到達時間 

（分） 

最大津波高（満潮時） 

（ｍ） 

最大津波到達時間 

（分） 

津市河芸町中ノ川 64 3.59 233 

津市河芸町田中川 63 3.51 155 

津市河芸町河芸漁港 58 3.64 220 

津市白塚漁港 56 3.23 234 

津市志登茂川 54 3.24 171 

津市安濃川 52 3.20 171 

津市岩田川 51 3.30 145 

津市御殿場 49 3.48 171 

津市雲出鋼管町 49 3.38 170 

津市香良洲町雲出川古川 49 3.44 168 

津市香良洲町海水浴場 48 3.65 167 

津市香良洲町雲出川 49 3.40 168 

レーション結果（平成 16 年３月）から 

⑵ 人的被害想定結果（津波による死者数） 

 （表省略） 

⑶ 海水浴客の被害想定結果 

 （表省略） 

⑷ 建物被害想定結果 

 （表省略） 
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⑶ 南海トラフの巨大地震による津波高・浸水域等【第二次報告】

（平成 24 年８月、内閣府南海トラフ巨大地震モデル検討会作

成） 

南海トラフの巨大地震については、国等において、科学的知

見に基づき、南海トラフの巨大地震対策を検討する際に想定す

べき最大クラスの地震・津波の検討が行われ、国の広域的な防

災対策や応援計画等を検討するための基礎資料とすることを

目的に、平成２４年８月に津波高及び浸水域等の推計結果とし

てとりまとめられました。 

発生しうる最大クラスのものとして今回示された津波は、こ

れまで本市が防災対策を推進する上で想定してきた津波と違

い、海岸保全施設を超えて押し寄せることがある最大津波高７

ｍとされました。しかし、これまでも「海岸保全施設が機能し

ない場合の浸水」に備えるための避難対策を講じてきており、

そうした巨大な津波に対しても、基本的には執るべき対策につ

いての考え方は同じでありますので、対策の強化を図り対応し

ていきます。 

なお、次に示す津波想定は、全１１の検討ケースのうち、本

市に浸水が最も広範囲に及ぶケースを示したものです。 

＜南海トラフ巨大地震モデル（津市）＞ 

設定条件 
津波到達時間（分） 津波高（ｍ） 

浸水面積(ha) 
１ｍ ３ｍ 最大 平均 
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「愛知県沖～三重

県沖」と「室戸岬沖」

に「大すべり域と超

大すべり域」を設定 

67 132 7 6 1,960 

 

5 9 ２ 想定する津波発生への対応 

これまでの想定を大きく超える東北地方太平洋沖地震の発生

に鑑み、地震・津波の想定はあらゆる可能性を考慮した最大クラ

スを想定する必要があります。 

また、自然現象は大きな不確定要素を伴うことから、想定やシ

ナリオには一定の限界があることに留意し、とりわけ、津波災害

は波源域の場所や地形の条件等によって、発生する津波高、範囲

等に大きな相違が生じうるものであることを念頭に置く必要が

あります。 

こうしたことを踏まえ、本市における津波対策については、次

の考え方に基づいて推進するものとします。 

発生頻度は高く、津波高は低いものの、大きな被害をもたらす

津波、いわゆる「概ね１００年から１５０年程の間隔で、繰り返

し発生してきた津波」として、平成１６年３月に三重県が発表し

た東海・東南海・南海地震に係る津波シミュレーション結果（Ｍ

２ 他の被害想定への対応  

本計画で示す被害想定は、三重県地域防災計画被害想定調査報

告書（平成 17 年３月）等に基づき、東海・東南海・南海地震（同

時発生）の規模をマグニチュード８．７と想定し、当面の間はこ

れへの対策を強化していきます。 

また、今後、国や県等において新たな被害想定が示され、発生

頻度は極めて低いものの、さらに大きな規模の地震への対応が必

要となった場合については、基本的には執るべき対策についての

考え方は同じでありますので、本計画で定める対策の強化を図

り、本計画の修正を行います。 
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８．７）を想定するものとし、これに対しては、これまでの対策

を強化していくことが被害の発生防止、軽減に繋がることから、

人命の保護に加え、住民財産の保護、地域の経済活動の安定化、

効率的な生産拠点の確保の観点から、海岸保全施設等の整備など

の被害抑止策を、今後も講じていきます。 

また、被害抑止策を超えて被害が発生することに備えるため、

発生頻度は極めて低いものの、発生すれば甚大な被害をもたらす

最大クラスの津波として、平成２４年３月に三重県が発表した東

北地方太平洋沖地震と同等規模の地震を想定した津波の浸水予

測（東海・東南海・南海地震同時発生Ｍ９．０）を想定し、住民

等の生命を守ることを最優先にした避難体制の構築を軸に、とり

うる手段を尽くした総合的な津波対策の確立に向けた取り組み

を進めていきます。 

7 4 １ 多様な情報伝達手段の確保 

市は、市民等が津波から迅速に避難できるよう、津波警報等の

伝達手段として、多様な伝達手段の確保に努めるとともに、市が

整備する防災情報配信システム（メール及びファクス配信システ

ム等）の利用促進を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

１ 情報伝達体制の確立 

市は、市民等が津波から迅速に避難できるよう、津波警報等の

伝達手段として、同報系防災行政無線、サイレン、半鐘等多数の

伝達手段の確保に努めます。 

また、多数の人出が予想される海岸及び港湾の施設の管理者に

対し、観光客や漁業従事者等への情報伝達体制を確立するよう周

知を図ります。 

３ 情報伝達手段の多様化 

市は、津波警報等の伝達手段として、次に示す情報伝達手段を

始めとする多数の伝達手段の確保に努めるとともに、市が整備す

る防災情報配信システム（メール及びファックス）の利用促進を

図ります。 
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２ 迅速な情報伝達体制の確立 

市は、同報系防災行政無線等の既存の情報伝達システムと連動

させることで、国から配信される緊急情報を市民等に対し瞬時に

伝達することが可能となる全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲ

Ｔ）の更なる活用推進を図る等、津波警報等の緊急情報を迅速に

伝達する体制の充実に努めます。 

３ 防災関係機関との情報伝達体制 

市は、災害時等における情報通信環境を確保するため、全市域

的な移動系防災行政無線システムの整備を行い、観測情報、災害

情報等を円滑に相互提供できるよう、主要な防災関係機関に対し

て当該無線システムの通信機器を配置します。 

市及び防災関係機関は、市が整備する移動系防災行政無線の

他、三重県防災情報通信ネットワーク等、様々な通信手段を活用

し、情報の共有化体制の確立に努めます。 

４ 沿岸部における情報伝達体制 

ア 同報系防災行政無線 

イ サイレン等 

ウ 市ホームページ 

エ ＣＡＴＶ（行政チャンネルＬ字テロップ放送） 

オ 報道機関を通じた伝達 

カ メール・ファックス配信（防災情報配信システム、エリア

メール等） 

キ 広報車による伝達 

ク 電話 

 

２ 防災行政無線の整備及び活用推進 

市は、地震災害により通信網が途絶した場合においても、市民

等への迅速な情報伝達が可能となるよう、同報系防災行政無線の

更なる充実に努め、活用推進を図ります。 

また、行政内部の通信手段を確保するため、移動系防災行政無

線の整備を推進します。 

４ 防災関係機関との情報伝達体制 

市及び防災関係機関は、観測情報、災害情報等を円滑に相互提

供できるよう、三重県防災情報通信ネットワークを活用するとと

もに、市が整備する移動系防災行政無線も活用し、情報の共有化

体制の確立に努めます。 

 

 

 

（記載なし） 
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市は、多数の人出が予想される海岸及び港湾の施設の管理者に

対し、観光客や漁業従事者等への情報伝達体制を確立するよう周

知を図ります。 

 

8 6 第３節 津波災害予防対策の推進 

○ 津波からの被害を最小限にくい止めるため、逃げ遅れた市民等

の緊急かつ一時的な避難場所として、津波避難ビルや津波避難協

力ビルの指定を推進し、津波からの避難対策の強化を図ります。 

第３節 津波災害予防対策の推進 

○ 津波からの被害を最小限にくい止めるため、逃げ遅れた市民等

の緊急かつ一時的な避難場所として、津波避難ビルの指定を推進

し、津波からの避難対策の強化を図ります。 

8 7 １ 危険性の情報提供 

(1) 津波ハザードマップ 

市は、国や県等の被害想定に基づき、津波による浸水が予測

される地域を記したハザードマップ等の作成・充実を図りま

す。 

(2) 海抜表示 

市は、津波時の迅速な避難の目安となるよう、津波浸水予測

地域内及びその他周辺の避難所及び一時避難場所、市道上のカ

ーブミラーや電柱に海抜表示の設置を進めます。 

１ ハザードマップの作成及び充実 

 

市は、三重県が示す津波浸水予測図（平成 16 年３月）に基づ

き、津波による浸水が予測される地域等を記したハザードマップ

等の作成・充実を図り、市ホームページや配布等により、広く市

民等に周知します。 

9 3 ３ 津波避難への公共施設の活用 

市は、津波からの市民等の避難を確保するため、沿岸部等の公

共施設について、当該施設の構造や階層等を考慮の上、津波から

の避難のための施設としての活用を推進します。 

（省略） 

３ 津波避難への公共施設の活用 

市は、津波からの市民等の避難を確保するため、沿岸部等の公

共施設について、当該施設の構造や階層等を考慮の上、津波から

の避難のための施設としての活用を検討します。 

（省略） 

9 7 ４ 津波避難ビル・津波避難協力ビルの指定推進 

(1) 津波避難ビルの指定 

市は、避難が遅れた市民（中略）指定を進めます。 

４ 津波避難ビルの指定推進 

(1) 津波避難ビルの指定 

市は、避難が遅れた市民（中略）指定を進めます。 
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なお、津波避難ビルは、（中略）のとおりです。 

また、地震発生時に自動解錠する、鍵等を保管できる収納箱

の設置を推進します。 

(2) 津波避難協力ビルの指定 

市は、津波避難ビルと同様の機能を有するものの、利用でき

る日時に制限のあるビル等を、津波避難協力ビルとして指定を

進めます。 

なお、指定状況については、津波対策編資料集のとおりです。 

 

(3) 津波避難ビル・津波避難協力ビルの周知 

津波避難ビル及び津波避難協力ビルを効果的に活用するた

め、市は、施設名、所在地、避難のため利用できる場所、避難

入口、その他緊急かつ一時的な避難施設であること等、津波避

難に係る正しい行動等について、市広報紙を始め、ホームペー

ジ等様々な方法により市民等に周知します。 

（省略） 

なお、津波避難ビルは、（中略）のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 津波避難ビルの周知 

津波避難ビルを効果的に活用し、適切な避難活動を実現する

ため、市は、津波避難ビルの指定施設、避難場所、その他津波

避難に係る的確な行動等について、市広報紙を始め、ホームペ

ージ等様々な方法により市民等に周知します。 

（省略） 

12 13 (3) 海抜や標高の周知 

市は、津波時の迅速な避難の目安となるよう、カーブミラー

等に海抜表示を行い、津波浸水予測地域及びその周辺の海抜を

周知します。 

また、津波から避難するための参考となる「津市沿岸地域標

高マップ」を作成し、市ホームページや広報紙等により、広く

市民等へ周知します。 

（記載なし） 
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15 1 ≪三重県が属する津波予報区≫ 

伊勢・三河湾：愛知県（伊良湖岬西端以東の 

太平洋沿岸を除く）、 

三重県（伊勢市以南を除く） 

三重県南部（伊勢市以南に限る） 

 

（記載なし） 

16 図 《津波警報等伝達系統図》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《津波警報等伝達系統図》 
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17 8 ３ 市民等への情報伝達 

(1) 市民等への周知 

（省略） 

(2) 伝達の手段 

津波警報等の伝達は、以下に示す様々な手段の中から効果的

な手段を用いて行うこととします。 

ア 同報系防災行政無線 

イ 防災情報配信システム（メール（多言語版含む）・ファク

ス配信システム、電話応答システム） 

ウ 通信事業者の提供する緊急速報サービス（エリアメール

等） 

エ 市ホームページ 

オ ＣＡＴＶ（行政チャンネルＬ字テロップ放送） 

カ 報道機関を通じた伝達 

キ 広報車による伝達 

ク 電話 

ケ サイレン又は半鐘 

（注）サイレン音又は鐘音により津波警報等を周知する場合の

標識は、資料集のとおりです。 

なお、全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）で津波警報

等の情報を受信した場合、当該機器と連動する同報系防災行政

無線及び防災情報配信システム（メール配信）により、自動放

送・配信が速やかに行われます。 

 

３ 市民等への情報伝達 

(1) 市民等への周知 

（省略） 

(2) 広報の手段 

津波警報等の市民等への広報手段は、「震災対策編 第３編 

第１章 第５節 広報活動」に準じるものとしますが、津波災

害の性格上、迅速な情報伝達が求められることから、市は、同

報系防災行政無線を始め、メール・ファックス配信（防災情報

配信システム、エリアメール等）、ＣＡＴＶ、広報車、サイレ

ン又は半鐘等、様々な手段の中から効果的な手段を用いて、速

やかに市民等へ情報伝達を行います。 

 《津波警報等の標識》 
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19 6 １ 津波時における避難対象地域 

津波時における避難対象地域は、津波による浸水被害の発生が

予測され、避難を必要とする地域であり、平成 24 年３月に三重

県が発表した東海・東南海・南海地震が同時発生（Ｍ９．０）し

た場合の津波浸水予測図【防潮堤等の施設がないとした場合】に

より、津波による浸水が予測されている地域（以下、「津波浸水

予測地域」という。）とします。 

なお、本市における津波浸水予測地域については、津波対策編

資料集で示すとおりです。 

１ 津波時における避難対象地域 

津波時における避難対象地域は、津波による浸水被害の発生が

予測され、避難を必要とする地域であり、平成 16 年３月に三重

県が作成した東海・東南海・南海地震が同時発生（Ｍ８．７）し

た場合の津波浸水予測図【防潮施設等が機能しない場合（※注）】

により、津波による浸水が予測されている地域（以下、「津波浸

水予測地域」という。）とします。 

なお、本市における津波浸水予測地域については、津波対策編

資料集で示すとおりです。 

※注：防潮施設等が機能しない場合とは、海岸や河川にある護岸、

防潮堤、防波堤等の施設が地震により破損や機能しなくなっ

た場合を言います。 

 

20 2 (2) 避難勧告等の伝達方法 

津波災害における避難勧告等は、その性格上、迅速な伝達が

求められることから、全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）

での津波警報等の受信と連動して自動で行われる同報系防災

行政無線及び防災情報配信システム（メール配信）の放送・配

信をもって避難勧告等の発令とみなすこととします。 

その後も、同報系防災行政無線による放送を継続して行う

他、メール及びファクス配信、電話応答システム、エリアメー

ル等の携帯電話会社の提供する緊急速報サービス、ＣＡＴＶの

テロップ放送、広報車等の様々な手段により、市民等へ情報伝

達を行います。 

また、必要に応じて、報道機関への放送の要請や自主防災組

(2) 避難勧告等の伝達方法  

避難勧告等の伝達方法は、「震災対策編 第３編 第１章 

第６節 避難対策活動」に準じるものとし、同報系防災行政無

線を始め、メール・ファックス配信（防災情報配信システム、

エリアメール等）、ＣＡＴＶ、広報車などにより、速やかに市

民等へ情報伝達を行います。 

また、必要に応じて、報道機関への放送の要請や自主防災組

織・自治会等への連絡網による伝達、警察・消防団等関係機関

にも周知協力を求める等、避難勧告等の周知徹底に努めます。 

警鐘信号又はサイレン信号により伝達する場合には、次の信

号によるものとします。 
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織・自治会等への連絡網による伝達、警察・消防団等関係機関

にも周知協力を求める等、避難勧告等の周知徹底に努めます。 

なお、同報系防災行政無線により伝達する場合には、サイレ

ン音の後、避難勧告等に関する情報を音声で伝達することと

し、その伝達パターンは以下のとおりとします。 

 

 

 

 

 

 

 

20 21 ３ 津波からの避難 

東海・東南海・南海地震が同時発生した場合、本市沿岸部に津

波が到達する時間は、最短で、0.5ｍの津波が約 48 分後、最大の

津波が約 145 分後とされており、津波が到達するまでの間に、「よ

り遠く、より高い場所」へ迅速に避難することが重要です。 

(1) 市民等の避難行動 

津波からの避難について、（中略）基本とします。 

ただし、津波浸水予測地域内で、津波からの避難が遅れた市

民、救助活動に従事する者又は災害時要援護者等が、津波浸水

予測地域の外へ避難する時間的猶予がない場合等は、近くの高

３ 津波からの避難 

東海・東南海・南海地震が同時発生した場合、本市沿岸部に津

波が到達する時間は、0.5ｍの津波が約 60 分後、最大の津波が約

140 分後とされており、津波が到達するまでの間に、「より遠く」

又は「より高い場所」へ迅速に避難することが重要です。 

(1) 市民等の避難行動 

津津波からの避難について、（中略）基本とします。 

ただし、津波浸水予測地域内で、津波からの避難が遅れた市

民、救助活動に従事する者又は災害時要援護者等が、津波浸水

予測地域の外へ避難する時間的猶予がない場合等は、近くの高
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台、あるいは、状況に応じて津波避難ビルや津波避難協力ビル

を始めとした堅牢な高い建物等に一時的に緊急避難するもの

とします。 

（省略） 

台、堅牢な高い建物、あるいは津波避難ビル等に一時的に緊急

避難するものとします。 

（省略） 

21 21 (2) 津波避難ビル・津波避難協力ビルへの一時避難 

津波避難ビル及び津波避難協力ビルへの一時避難は、原則と

して、津波警報が発表され避難勧告等が発令された時から津波

警報の解除等により津波のおそれがなくなった時までとし、一

時避難者は、津波警報の解除等、津波のおそれがなくなった段

階で、周辺の被害状況等も考慮し、避難所又は自宅等へ移動す

るものとします。 

ただし、津波避難ビル等は、津波による浸水予測地域内にあ

ることから、必ずしも安全が保障されるものではないことに留

意する必要があります。 

(2) 津波避難ビルへの一時避難 

津波避難ビルへの一時避難は、原則として、津波警報が発表

され避難勧告等が発令された時から津波警報の解除等により

津波のおそれがなくなった時までとし、一時避難者は、津波警

報の解除等、津波のおそれがなくなった段階で、周辺の被害状

況等も考慮し、避難所又は自宅等へ移動するものとします。 

ただし、津波避難ビルは、津波による浸水予測地域内にある

ことから、必ずしも安全が保障されるものではないことに留意

する必要があります 

24 3 １ 被害想定 

 (1) 東海・東南海・南海地震同時発生（Ｍ８．７） 

  ア 震度分布 

   （図省略） 

  イ 津波による建物被害（全壊棟数+半壊棟数） 

   （図省略） 

１ 被害想定 

 ＜東海・東南海・南海地震同時発生（Ｍ８．７）＞ 

 (1) 震度分布 

  （図省略） 

 (2) 津波による建物被害（全壊棟数+半壊棟数） 

  （図省略） 

25 1   ウ 震源域及び波源域図 

   （図省略） 

  エ 海岸の津波の高さ（満潮時） 

   （図省略） 

(3) 震源域及び波源域図 

  （図省略） 

 (4) 海岸の津波の高さ（満潮時） 

  （図省略） 
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26 1 オ 津波浸水予測図 

この津波浸水予測図は、平成１６年３月に三重県が発表し

た津波浸水予測図（防潮施設等が機能しない場合）に基づき、

満潮時（ＴＰ+1.31ｍ）に東海・東南海・南海地震が同時に

発生（Ｍ8.7）した場合の最大浸水深の分布を示したもので

す。 

（図省略） 

（４ 津波浸水予測図より移記） 

28 1 (2) 東海・東南海・南海地震同時発生（Ｍ９．０想定） 

ア 津波浸水予測図 

この津波浸水予測図は、平成２４年３月に三重県が発表し

た東北地方太平洋沖地震と同等規模の地震を想定した津波

浸水予測図（防潮堤等の施設がないとした場合 ※注）であ

り、満潮時（ＴＰ+1.3ｍ）に東海・東南海・南海地震が同時

に発生（Ｍ9.0）した場合の最大浸水深の分布を示したもの

です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（記載なし） 
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29 1 (3) 内閣府南海トラフ巨大地震モデル検討会による津波高・浸

水域等（第二次報告） 

ア 震度分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【陸側ケースの震度分布】 

イ 津波の高さ 

 (ｱ) 満潮時 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【「愛知県沖～三重県沖」と「室戸岬沖」に「大すべり域＋超大すべり域」を設定】 

（記載なし） 
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30 1  (ｲ) 満潮位を引いた津波高 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【「愛知県沖～三重県沖」と「室戸岬沖」に「大すべり域＋超大すべり域」を設定】 

 

ウ 津波の浸水分布図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

【「愛知県沖～三重県沖」と「室戸岬沖」に大すべり域を設定、堤防条件：津波が乗り越えたら破堤】 

（記載なし） 
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31 1 ２ 津波避難ビル・津波避難協力ビル指定一覧 

 (1) 津波避難ビル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 津波避難ビル指定一覧 
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32 1 （指定一覧続き） 
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33 1 (2) 津波避難協力ビル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（記載なし） 
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34 1 ３ 津波浸水予測地域内の避難所一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 津波浸水予測地域内の避難所一覧 
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35 1 （避難所一覧続き） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（避難所一覧続き） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

36 1 ４ 津波警報等の標識 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３ 市民等への情報伝達より移記） 


